
 

 

 

 

 

 

 

企業局第４次経営計画の進捗管理 
 

 

 

 

外 部 評 価 用 

 

≪ 工 業 用 水 道 事 業 ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年９月５日 

経 営 計 画 委 員 会 

資料３ 



目     次 

 

 

山口県企業局第４次経営計画の実施状況（工業用水道事業）・・・・・・・・・・ １ 

 

≪目標管理カード≫ 

経営管理指標 
評価結果  

R６ R７ R８ R９ R10 

（工水①）経常収支比率 Ａ     ･･･２ 

（工水②）企業債残高 Ａ     ･･･４ 

（工水③）新規需要開拓 Ａ     ･･･６ 

（工水④）優先的に更新を要する 

工業用水道管路の更新整備延長 
Ｂ     ･･･８ 

（工水⑤）ＢＣＰ復旧時間達成状況 Ａ     ･･･10 

 A：計画を上回る ４     
 

 B：ほぼ計画どおり １      

 C：計画を下回る －     
 

 



 

- 1 - 

 

山口県企業局第４次経営計画の実施状況（工業用水道事業） 

 山口県企業局第４次経営計画（計画期間：令和元年度～令和１０年度）に掲げる計画を着実に

推進するための経営管理指標の実施状況は次のとおり 

 

経営管理 

指標 
内   容 実    績 

１経常収支

比率 

・低廉な料金水準の 

維持 

・収支計画に基づく適

正な収入の確保 

・経費支出の効率化 

・計画的な施設整備 

                       （％） 

 R6 R7 R8 R9 R10 

目標 110 110 110 110 110 

実績 114.61     

差 +4.61     
 

２企業債残

高 

・内部留保資金を活用 

した新規発行の抑制 

・補償金免除繰上償還

制度の要望 

                     (百万円) 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 

目標 14,616 15,062 15,350 15,868 16,263 

実績 13,700     

差 △916     
 

３新規需要

開拓 

 

・未受水企業等への 

アプローチ 

・企業誘致活動との 

連携 

・初期設備投資への 

支援制度の実施 

・新たなアプローチに

よる戦略的な需要開

拓 

目標:年 3,000㎥/日                      （㎥/日） 

区分 R6 R7 R8 R9 R10 

増量 6,650     

(参考)   

減量 △300     
 

４優先的に

更新を要す

る工業用水

道管路の更

新整備延長 

・老朽化・耐震化対策 

の推進 

                              （km） 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 

目標 6.0 6.4 6.7 7.1 7.4 

実績 6.3     
 

５安定供給

達成率 

・ＢＣＰを踏まえた強

靱化対策の推進 

 
目標：ＢＣＰ復旧時間の達成          （％） 

年度 区分 R6 R7 R8 R9 R10 

実績 BCP達成率 100     

（参考）                   （日） 

年間断水日数 ０     
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目 標 管 理 カ ー ド（工水①） 

 令和６年度 

経営管理指標 経常収支比率 

担 当 班 経営・技術企画班 

取 組 方 針 

・低廉な料金水準の維持 

・収支計画に基づく適正な収入の確保、経費支出の効率化、計画的な施

設整備 

主 要 目 標 経営の健全性の確保 

目 標 値 １１０％ 

効 果 経営基盤の強化 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 効   果 

６ 

・低廉な料金水準の

維持、適正な収入

の確保 

・経費支出の効率化 

・計画的な施設整備 

・料金改定（２事業）⇒据置（責任水量

制ベース） 

・効率的な事業執行による修繕費等の維

持管理経費の縮減、企業債残高縮減等

による支払利息縮減 

・「施設整備１０か年計画」の着実な実施 

目標を上回る経 

常収支比率 

114.61％ 

(計画比＋9.15ｐ) 

７ 

   

８ 

   

９ 

   

10 
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１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 料金改定（２事業） 

○ 維持管理経費の縮減 

○ 企業債残高の増嵩抑制 

○ 「施設整備１０か年計画」に基づく計画的な施設整備 
 
２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

料金改定 

 

 

経常収支比率 

経常収益 

 

経常費用 

（主な減少理由） 

動力費 

２事業 

 

 

１０５．４６％ 

6,698 百万円 

 

6,351 百万円 

 

(489 百万円) 

２事業 

⇒据置（責任水量制ベース） 

 

１１４．６１％ 

6,707 百万円 

 

5,852 百万円 

 

(258 百万円) 

 

 

 

計画＋9.15 ﾎﾟｲﾝﾄ 

＋9 百万円 

 

△499 百万円 

 

(△231 百万円) 
 
３ 事業評価 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ａ     

【計画と実績の差異分析】 

○  経常収益については、ほぼ計画どおりの見込み（＋９百万円）。 

○ 経常費用については、動力費が減少したこと等により、計画を４９９百万円下回る

見込み。 

○ これらの結果、経常収支比率については、計画値を９.１５ポイント、目標値を 

４.６１ポイント上回る見込みとなっている。 
 
４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

【課題及び問題点】 

○ 今後の強靭化対策の推進等による建設改良費の増加や、企業の事業の縮小等による

水需要の減少から、今後、収支が極めて厳しくなることが見込まれる。 

 

【今後の事業展開】 

○ これまで、アセットマネジメント手法により、中長期的な更新需要や収支見通しを

踏まえ、施設の健全度・重要度に基づく計画的、重点的な整備を実施してきたが、今

後はさらに、ＡＩ等を活用して管路の老朽度や漏水リスクを評価し、更新の優先順位

付けを行うことで、更新時期を最適化し、事業量の平準化を図っていく 

○ 料金について、令和７年度改定作業を行う６事業は、第４次経営計画で定める方針

により、総括原価を基本とし、建設投資の平準化を図りつつ、低廉な料金水準の維持

を図っていく。 

 



- 4 - 

目 標 管 理 カ ー ド（工水②） 

 令和６年度 

経営管理指標 企業債残高 

担 当 班 総務・予算班 

取 組 方 針 

・事業費の平準化や内部留保資金の活用等により、計画最終年度末の企

業債残高を当初計画の範囲に抑えることで、中長期的に企業債残高の増

嵩を抑制する。 

・公的資金補償金免除繰上償還制度の実施について、引き続き、関係団

体と連携しながら国に対して要望していく。 

主 要 目 標 収支計画に基づく企業債残高の増嵩を抑制 

目 標 値 

 （単位 百万円） 

年度 2024 2025 2026 2027 2028 

目標値 14,616 15,062 15,350 15,868 16,263 
  

効 果 長期安定的な経営基盤の確保、低廉な料金水準の維持 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効  果  額 

６ 

・企業債残高の増嵩

を抑制 

・公的資金補償金免

除繰上償還に係る国

への要望 

・内部留保資金を活用し、企業債の

新規発行を抑制 

・公的資金補償金免除繰上償還制度

に関する国への要望の実施 

目標を上回る企業債

残高の縮減 

残高 137億円 

（計画比△9億円） 

７ 

   

８ 

   

９ 

   

10 
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１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 企業債残高の増嵩抑制に向けた取組 

○ 公的資金補償金免除繰上償還制度に関する取組 
 
２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

企業債残高

の増嵩抑制 

 

公的資金補

償金免除繰

上償還制度

に係る国へ

の要望 

R6末 14,616百万円 

(新規発行 1,149百万円) 

 

公的資金補償金免除繰上

償還制度に係る国への要

望の実施 

R6末 13,700百万円 

(新規発行 231百万円) 

 

国に対し、公的資金補償

金免除繰上償還制度の復

活などを要望 

R6末 △916百万円 

 

 

 

 
３ 事業評価 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ａ     

【計画と実績の差異分析】 

○ 工事施工に伴う関係者との調整による一部の改良工事の遅れ等による建設改良費

の減少や内部留保資金の活用により、新規の企業債発行を２．３億円（計画比△９億

円）に抑えた。 

○ この取組により、企業債残高は約１３７億円に縮減。 

○ 「公的資金補償金免除繰上償還制度」については、関係団体と連携して制度の復活

などを国へ要望した。 

 
 
４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

【課題及び問題点】 

○ 今後の老朽化・耐震化対策の推進等により建設改良費の増加が見込まれる 

【今後の事業展開】 

○ 事業費の平準化や内部留保資金の活用等により、企業債残高の増嵩を抑制するとい

うこれまでの方針を維持する。 
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目 標 管 理 カ ー ド（工水③） 

 令和６年度 

経営管理指標 新規需要開拓 

担 当 班 経営･技術企画班 

取 組 方 針 

・県内未受水企業等へのアプローチ 

・企業誘致活動と連携した需要開拓の推進 

・工業用水の利用促進に向けた初期設備投資への支援制度の実施 

・「やまぐち半導体・蓄電池産業ネットワーク協議会」を核とした

新たなアプローチによる戦略的な新規需要開拓の実施 

主 要 目 標 新規需要開拓 

目 標 値 年間 3,000㎥/日（需給調整を除く） 

効 果 収益増加による安定経営の確保 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 効   果 

６ 

・未受水企業等へのアプローチ 

・企業誘致活動との連携 

・初期設備投資への支援 

・新たなアプローチによる新規

需要開拓の実施 

・情報発信(ﾘｽﾃｨﾝｸﾞ広告等) 

・知事によるトップセールス、

立地環境等の PR 

・工水引込管等設置への支援 

・半導体関連分野等企業へのフ

ォローアップ調査等 

新規需要開拓 

6,650㎥/日 

年 66,384千円 

７ 

   

８ 

   

９ 

   

10 
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１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 本計画期間中、年間３，０００㎥／日の需要を開拓 

○ 工業用水に関する情報発信 

○ 企業誘致活動との連携 

〇 初期設備投資への支援 

〇 新たなアプローチによる新規需要開拓の実施 
 
２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

新規需要開拓 

 
 
工業用水に関する情報

発信 

 
 
企業誘致活動との連携 

 

 

 

 
 
初期設備投資への支援 

 
 
新たなアプローチによ

る新規需要開拓の実施 

年間 3,000㎥/日の 

需要開拓 
 
工業用水需要開拓強化

事業による企業局独自

の取組の強化 
 
企業立地の促進を通じ

た工業用水の需要確保 

 

 

 
 
支援制度の実施による

工業用水の利用促進 
 
半導体関連分野等企業を

中心としたアプローチ 

需要開拓 6,650㎥/日 

 
 
山口宇部空港でのＰＲ

動画の配信、リスティ

ング広告等の掲出         
 
知事によるトップセー

ルス、立地環境と優遇

制度のＰＲ強化、事業

用地の発掘、県外企業

へのアプローチ 
 
引込管設置等への支

援：１団体 
 
半導体関連分野等企業へ

のフォローアップ調査等 

＋3,650㎥/

日 

 
３ 事業評価 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ａ     

【計画と実績の差異分析】 

○  令和６年度は需要開拓の数値目標を達成することができたが、水需要が減少してい

る現状を踏まえ、引き続き需要開拓を進める必要がある。 
 
４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

【課題及び問題点】 

○ 用水型企業の誘致、県内未受水企業の新規受水 

○  節水技術の向上や企業の事業縮小・事業内容変更等による水需要の減少 

【今後の事業展開】 

○ 県内未受水企業を対象とした需要開拓の取組強化 

○ 企業誘致活動を通じた工業用水の需要確保 

○ 「やまぐち半導体・蓄電池ネットワーク協議会」を核とした戦略的な新規需要開拓の実施  

○ 低廉な料金水準を維持し、新規需要開拓における優位性を維持 
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目 標 管 理 カ ー ド（工水④） 

 令和６年度 

経営管理指標 
優先的に更新を要する工業用水道管路（全体延長約 8㎞）の更新整備延

長（累計） 

担 当 班 工業用水班 

取 組 方 針 施設整備１０か年計画に基づく進行管理 

主 要 目 標 老朽化・耐震化対策の推進 

目 標 値 

 （単位 km） 

年度 2024 2025 2026 2027 2028 

目標値 6.0 6.4 6.7 7.1 7.4 
   

効 果 安定供給体制の強化、事業費の平準化・維持管理費の縮減 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 効   果 

６ 

計画的な事業実施 適切な進行管理の実施 

（四半期毎の進捗管理） 

管路整備延長 

6.3km 

７ 

   

８ 

   

９ 

   

10 
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１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

【令和６年度主要事業】 

○ 厚東川第２期・厚狭川工業用水道改築事業・・・２期ルートバイパス管布設工事 

 
 
２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

優先的に更新を要する工

業用水道管路の累計整備

延長 

 

整備延長６．０km 

 

整備延長６．３km 

（R６ ０．６km） 

 

+０．３km 

 

 
３ 事業評価 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ｂ     

【計画と実績の差異分析】 

○ 令和６年度は、厚東川第２期工業用水道改築事業等を実施した結果、累計整備延長

は６．３kmとなり、ほぼ計画どおり進捗している。 

 
 
４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

【課題及び問題点】 

○ 引き続き、事業を着実に実施していく必要がある。 

 

【今後の事業展開】 

○ 対象管路の強靭化対策を着実に実施するため、今後も国庫補助金の着実な予算措置

を国に対して要望する。 

○ 「施設整備１０か年計画」に基づき、工業用水道施設の強靭化対策の適切な進行管

理に努める。 
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目 標 管 理 カ ー ド（工水⑤） 

 令和６年度 

経営管理指標 ＢＣＰ復旧時間達成状況 

担 当 班 工業用水班 

取 組 方 針 
・被害の早期復旧を図る。 

・断水の回避を図る。 

主 要 目 標 ＢＣＰを踏まえた強靱化対策の推進 

目 標 値 

被害が小さい場合：３日以内 

被害が大きい場合：１週間程度 

復旧が困難を極める場合：１か月 

※応急復旧完了を含む 

効 果 安定供給体制の強化、維持管理費の縮減 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 効   果 

６ 

・被害の早期復旧 

・断水の回避 

２件の漏水が発生したが、漏水箇所を早

期に復旧するとともに、給水系統の切替

えにより断水を回避した。 

○漏水１（R6.6.4 厚狭川工水） 

管径φ700 被害：大 R6.6.14復旧 

○漏水２（R7.2.11 佐波川工水） 

管径φ700 被害：大 R7.2.15復旧 

早期復旧と断水

の回避による工

業用水の安定供

給 

７ 

   

８ 

   

９ 

   

10 
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１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

・被害の早期復旧 

・断水の回避 
 
２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

・被害の早期復旧 

・断水の回避 

①ＢＣＰ復旧時間達成

（100％） 

②断水なし（100％） 

①ＢＣＰ復旧時間達成

（100％） 

②断水なし（100％） 

計画どおり 

 

 
３ 事業評価 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ａ     

【計画と実績の差異分析】 

○  令和６年度は管路からの漏水が２件発生したが、ＢＣＰの目標復旧時間での復旧を

達成することができた。 

○ また、給水系統の切替えにより、断水を回避した。 
 
４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

【課題及び問題点】 

○ 管路をはじめとする施設の急速な老朽化の進行 

【今後の事業展開】 

○ 老朽化した施設の計画的な更新や管路等のバックアップ機能の強化を実施するととも

に、漏水の発生時には、給水系統の切替え等により、断水を回避しながら、復旧に努める。 

○ 事業継続計画（BCP）に基づき、情報伝達手段や災害対応訓練等の事前対策に取り組んで

いく。 

 


